
 

 

コンクリート製品製造管理士制度要綱 

 

１．制度の目的 

本制度は、プレキャストコンクリート製品（以下、「コンクリート製品」と

いう。）の製造に関係する技術者・技能者に対して、コンクリート製品製造管

理士（以下、「製造管理士」という。）の資格を与える認証制度であり、その

目的は以下を達成することである。 

① コンクリート製品製造工場に対する発注者の信頼性確保 

② コンクリート製品の品質の確保及び製造技術の向上 

③ 製造管理技術者の意欲と資質の維持・向上 

 

２．基本方針 

製造管理士は「コンクリート製品製造工場において所要の品質を有するコ

ンクリート製品を製造するために、コンクリート及びコンクリート製品の製

造に関する十分な知識を有する技術者・技能者」であるべきであり、本制度に

おいては、それに相応しい者を認め、また維持するように、第１項の目的に沿

って適切に運営するものとする。 

備考 製造管理士は、次の制度等の基準文書などにコンクリート主任技士、コンクリート技士、及び土

木コンクリートブロック技士とともに明記されており、認知されている。 

（１）土木学会「コンクリート標準示方書 施工編」 

工場製品を製造する工場に常駐することが望ましい技術者の資格例として（2017年制定 12.1（一

般）の解説参照） 

（２）（公社）全国宅地擁壁技術協会が宅地造成等規制法細則の規定に基づいて行う、認証制度の「製

造工場の認証基準」 

製造工場の品質管理体制上、配置すべき責任技術者及び工場に常駐すべき者の資格の一つとして

（第 2条 1(2)（責任技術者等の配置）参照） 

 

３．制度の運営・管理 

（１）第１項の目的を達成するため、それぞれ次の役割をもつ２つの委員会で本

制度を運営・管理する。 

① 制度運営全般を管理し、必要に応じて運営方法等の見直しを行い、その

結果を基に理事会に意見を具申すること 

② 本要綱に基づいて、製造管理士の資格認定・更新並びにその判断の基と

なる講習・試験の実施に関すること 

（２）（１）②の役割をもつ委員会は、判断の独立性をもつように管理するもの

とする。 

 

４．製造管理士の資格認定のための要件 

（１）製造管理士となるための資格要件は、以下のすべてを満たす場合とする。 

① 工場又は事業場におけるコンクリート製品製造に関係する３年以上の



 

 

実務経験を持つこと 

② コンクリート製品製造会社社員もしくは同社の管理下にある者、又は社

員ではないが同社のコンクリート製品製造に関わる者 

③ 別に定める手続きに従い、第５項に規定するコンクリート製品製造技術

講習を受講し、かつ、評価試験を受けて合格すること 

（２）（１）の規定にかかわらず、特に必要として理事会が別途要件を定めたも

の。 

 

５．コンクリート製品製造技術講習及び評価試験 

当協会は、新規の資格認定希望者及び資格更新希望者を対象に、コンクリー

ト製品製造技術講習及び評価試験（以下、「評価試験等」という。）を行う。 

 

６．資格の登録 

（１）当協会は、評価試験に合格した資格認定希望者について、登録のための情

報に基づいて、製造管理士名簿に新たに登録し、資格認定証書を交付する。 

（２）資格の登録を辞退する場合は、コンクリート製品製造管理士の呼称を使

用することができない。 

 

７．資格の有効期間と資格更新 

（１）製造管理士の資格の有効期間は、３年周期で更新する。ただし、次の更新

までの期限は最大４年とする。 

（２）資格更新を希望する者は、有効期間内に、別に定める手続きに従い第５

項に規定する評価試験等を受け、かつ、試験に合格しなければならない。当

協会は、該当者の資格を更新し、資格更新証書を交付する。 

 なお、前年の試験の不合格者は、講習を再度受講しなければならない。こ

のとき、不合格者が受ける２年目の評価試験を特に区別する場合は、「追試

験」と呼ぶ。 

（３）有効期限の３年目に更新を申請した者でやむを得ない事由のため講習又

は試験を欠席する場合（以下「受験困難者」という。）、或いは（２）の評価

試験に不合格の場合は、文書による延長願の提出があれば資格の期限を最

大年数末まで延長する。なお、この場合において翌年度に更新要件を満たし

て更新できる資格期間は、（１）により２年間とする。 

（４）（２）の規定にかかわらず、製造管理士の資格評価を行う委員会の委員は、

（２）の資格更新要件を満たすものと見なす（資格更新のための評価試験の

受験はできない。）。 

 

８．資格の一時停止及び復活 

（１）次のいずれかの場合は、該当する製造管理士の資格は、一時停止となる。 

① 製造管理士本人が登録に係る会社等を退職した場合 

② 製品製造会社社員ではない者においては、登録に係るその会社等のコン

クリート製品製造に関わらなくなった場合 

（２）資格が一時停止の場合は、有効なコンクリート製品製造管理士資格を持

つことを根拠とした行為をしてはならない。 



 

 

（３）資格の一時停止後、第４項（１）②に該当する会社等に再就職などにより

資格を復活したい場合は、元の資格の有効期間以内において、細則で規定す

る手続きにより一時停止が解除されて資格を復活することができる。 

 

９．資格の取消し及び失効 

（１）当協会は、次のいずれかの場合は、該当する製造管理士の資格を取り消

す。 

なお、取消し前に、本人に弁明の機会を与えた上で、第３項（１）②の役

割を担う委員会がこの基準に該当するかどうかを判断する。 

① 本制度の目的に反するとみなされる行為があった場合。 

② 製造管理士資格取得に関し、不正又は虚偽の事実があった場合 

（２）（１）により取消された場合は、取消し後２年間は新たな資格認定の対象

としない。 

（３）以下のいずれかの場合には、資格は失効し、登録名簿から抹消される。 

① 資格期間満了で更新されなかった場合（３年周期の資格期限までに延長

願の提出がない場合を含む。） 

② 本人が製造管理士資格の辞退を申し出た場合 

③ 製造管理士本人が死亡した場合 

④ （１）により資格が取り消された場合 

 

１０．届出の義務 

（１）製造管理士の資格を取得した者は、製造管理士名簿に記載されている氏名、

所属（関係）企業名、連絡先等に変更が生じた場合及び第８項（１）に該当

する場合には、別に定める様式により速やかに本協会に届出なければなら

ない。その際、認定書の記載事項に変更があった場合は、認定書の再交付を

受けるものとし、その料金は別に定める。 

（２）第９項（３）③に該当する場合は、当該製造管理士の登録に関係する製品

製造企業は、その旨を届けなければならない。 

 

１１．雑則 

（１）当協会は、製造管理士の試験に合格して新たに登録した者及び更新した

者の情報を、協会誌「コンクリート製品」その他に発表し、その周知を図る。 

（２）本制度に基づく業務の執行に当たる委員及び事務局職員は、知得した資

料及び情報を漏らしてはならない。 

（３）製造管理士の資格認定等に係る料金は別に定める。なお、納付された料金

は、原則として返却しない。 

（４）本制度を実施するための手続き及び運営は、別に定める実施細則による。

ただし、第４項（２）により理事会が特別な要件を別途定める場合には、関

連する手続き及び運営の変更点も同時に定めるものとする。 

（５）本制度要綱の改廃は、理事会の決議を経て行う。 

 

 

（改正履歴） 

制定：    昭和５８年 ５月１２日（施行） 



 

 

改正：（第１回）昭和６０年 ７月１９日 

（第２回）昭和６３年１０月２７日 

（第３回）平成 ５年１１月 ４日 

（第４回）平成１６年 ８月 ２日 

（第５回）平成１７年１１月１６日 

（第６回）平成３０年 ３月２３日 

（第７回）平成３１年 １月 ９日 

（第８回）令和 ５年 ３月１５日 

 


